
参加者募集  三重県地方自治研究センター主催  （財）三重地方自治労働文化センター共催 

や さ し い 財 政 講 座 
～財政分析により新しい「まちづくり」を展望する～ 

趣  旨 
地方分権一括法が施行され､自治体が自主的､主体的に行政運営を行うことになりました。しかし、

現在これを支える財政的基盤が整備されていないことから｢国庫補助負担金､地方税の見直し、国か

ら地方への財源移譲｣など国と地方の行財政を見直す｢三位一体の改革｣が進められています。責任

ある自治体運営を目指し分権型システムを確立するためには、国から地方への税財源移譲など財政

自主権の拡大による､財政分権システムを構築することが不可欠です。一方､今後のまちづくりについ

ては行政と地域住民との協働がますます重要なものとなってきています。つきましては、誰にでもわか

る｢やさしい財政講座｣を開設し､地方財政の仕組みと課題など自治体財政の状況について基礎的知

識を習得し､当該自治体の財政事情を考察するとともに「三位一体改革」の行方など広く地方財政全

般についての理解を深めることにより､地方財政の視点から21世紀の新しいまちづくりを展望します。 

講座科目 

第 1回 講  演  「２１世紀のまちづくりと地方財政」 
～地域住民と行政の協働による新しいまちづくりの展望とわ

が町の財政知識の必要性を考える～ 

同志社大学教授 

 今 川  晃 氏 

第 2回 講 座①  「自治体財政のしくみ」 
～予算発表資料を手がかりに～ 

三重県市町村財政室 

主幹 中尾 治光氏 

第 3回 講 座② ｢市町村財政の現状と課題｣ 
～決算の概略と財政分析の基礎的な手法～ 

三重県市町村財政室 

主幹 石倉 邦彦氏 
第 4回 講 座③ 「財政分析の演習」 

～決算カードの事例を使って～ 

三重県市町村財政室 

主幹 中尾 治光氏 

主幹 石倉 邦彦氏 
第 5回 講 演 「三位一体改革と新しいまちづくり」 

～「三位一体改革」の動向と今後のまちづくりの課題～ 
(財)地方自治総合研究所主任研究員

中央大学大学院客員教授 

辻 山 幸 宣 氏 

参加者募集要項 
対象者 県職員・市町村職員・地方議会議員・個人会員・一般 

開催場所 （財）三重地方自治労働文化ｾﾝﾀｰ（津市栄町2丁目361番地） 

＊５回通しの講座です。ただし、希望の講座 

のみの参加も可能です 

参加費 県職員・市町村職員・個人会員・加入団体構成員は無料 

上記以外 1,000 円（資料代） 5 回目のみの参加は無料 

申込方法 裏面の申し込み様式により FAX または、その事項を E メール

で申し込みをお願いします。 

 
三重県地方自治研究センター 

〒514-0004 三重県津市栄町 2丁目 361 番地 

Tel 059-227-3298   

Fax 059-227-3116 

mail: info@mie-jichiken.jp 



日程 
第 1回 ２００５年 ８月３日 （水） 午後 1時 30分～午後 4時頃 

講演  「２１世紀のまちづくりと地方財政」 
講

師 
同志社大学教授 

  今 川  晃 氏 

概要 地域住民と行政の協働による新しいまちづくりの展望とわが町の財政知識の必要性を考える 

第 2回 ２００５年１０月１２日（水） 午後 1時 30分～午後 4時頃 
講 座

１ 
自治体財政のしくみ  

講

師 
三重県市町村財政室税グループリーダー 

主幹 中尾 治光氏（予定） 

概要 （地方税､地方交付税､補助金､起債など）歳入部分から自治体財政の基本的なしくみを学習する。 

第 3回 ２００５年１１月９日（水） 午後 1時 30分～午後 4時頃 
講 座

２ 
市町村財政の現状と課題 

講

師 
三重県市町村財政室地方債グループ 

主幹 石倉 邦彦氏（予定） 

概要 
義務的経費(人件費､扶助費、公債費)、投資的経費､物件費､補助費、積立金等の歳出部分から自

治体の財政分析の基礎的な手法を学習する。 

第 4回 ２００５年１２月７日（水） 午後 1時 30分～午後 4時頃 

講 座

３ 
財政分析の演習 

講

師 

三重県市町村財政室 

主幹 中尾 治光氏（予定） 

主幹 石倉 邦彦氏（予定） 

概要    自治体の実際の決算カードを見ながら、具体的な問題点等を考察する。 

第 5回 ２００６年２月１日（水） 午後 1時 30分～午後 4時頃 

講演 

「三位一体改革と新しいまちづくり」～

「三位一体改革」の動向と今後のまちづ

くりへの課題～ 

講

師 

(財)地方自治総合研究所主任研究員 

中央大学大学院客員教授 

辻 山 幸 宣氏 

概要 三位一体改革と合併後の自治体財政の状況を踏まえ､新しいまちづくりを展望する。 

 
三重県地方自治研究センター宛          FAX ０５９－２２７－３１１６ 

やさしい財政講座申込票 
所 属         報告者名                

氏   名 所  属(役職名) 
連絡先

（TEL） 
郵便物送付先住所 

希望の講座のみ参加の場合は

参加する講座名を記入下さい 

     
     
 


